
 

 

 

平成１３年 年末一時金 

要求・妥結状況調査（最終報告） 

 

 

 福岡県生活労働部労働局労働政策課では、県内に事業所をおき労働組合のあ

る企業３００社（従業員数３００人以上の大手１５０社、３００人未満の中小

１５０社）を対象として、毎年、年末一時金の要求・妥結状況調査を実施して

いる。 

 調査対象企業のうち、回答のあった２５７社について集計を行った結果は次

のとおりである。（集計は、平成１４年１月２８日現在） 

 

 

１ 平均要求額 

 

 （１）平均要求額は、６６６，１０６円となっている。 

 

 （２）要求額が最も高いのは、新聞放送業で１，２７３，３０１円、次いで 

   金融業８０９，２８０円、サービス業７６３，０６９円、非鉄金属製造

   業７５５，８１９円の順となっている。 

    逆に、最も低いのは、木材家具製造業で４９４，１２９円、次いで卸

   売・小売業５２０，９３５円、繊維衣服製造業５２６，４１３円、ゴム

   製造業５５９，００８円の順となっている。 

 

 （３）規模別にみると、大手１３３社の平均要求額は７０６，２８４円とな

   っている。一方、中小１２４社の平均要求額は６２３，０１１円となっ

   ている。 

 

 

 

 



２ 平均妥結額 

 

 （１）平均妥結額は、５５５，０３５円、２．１０か月分となっている。前

   年妥結額５７２，５４５円と比べると、額では１７，５１０円下回って

   おり、率では３．０６％の減となっている。 

 

 （２）妥結額が最も高いのは、新聞放送業で１，１４３，５７７円、次いで

   金融業７４３，５０１円、電気ガス業６８２，１１６円、サービス業 

   ６７５，０３３円の順となっている。 

    逆に、最も低いのは、ゴム製造業で３５２、６２６円、次いで木材家

   具製造業３８６，６０２円、機械金属製造業４３２，７７９円、卸売・

   小売業４５３，２８７円の順となっている。 

 

 （３）対前年増加率が最も高いのは、輸送機器製造業で７．３４％、次いで

   電気機器製造業６．１８％、新聞放送業１．８７％の順となっている。 

    逆に、最も低いのは、ゴム製造業で△１６．８９％、次いで繊維衣服

   製造業△１１．０３％、非鉄金属製造業△９．５３％の順となっている。 

 

 （４）規模別にみると、大手１３３社の平均妥結額は６１０，４９３円 

   （２．１７か月分）で、前年６２２，８９３円を１２，４００円下回っ

   ている。対前年増加率は１．９９％の減である。 

    一方、中小１２４社の平均妥結額は４９５，５５１円（２．０２か月

   分）で、前年５１６，６５１円を２１，１００円下回っている。対前年

   増加率は４．０８％の減である。 

    また妥結額は、大手が中小を上回っており、その差は 

   １１４，９４２円である。 

 

 （５）地区別にみると、妥結額は高い方から福岡、北九州、筑後、筑豊の順

   となっている。大手では福岡、北九州、筑後、筑豊の順となっているが、

   中小では福岡、筑後、北九州、筑豊の順となっている。 

    妥結額を前年と比較すると、全ての地区で減少しており、減少率が大

   きい順に、筑後、福岡、北九州、筑豊の順となっている。 



 

 


